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金（1000 万円）を起業後 5 年の時限付で












                                                       






































                                                       
2  日本における起業家の特性、起業企業の行動様式
等について包括的報告書としては、忽那=安田(2005)





































































   
第３節 計測モデルとデータセット 
(1)  計測モデル 
  本節では本論の実証モデルを紹介するこ
ととする。我々の実証の対象となるモデル





















































時点(2001 年 10 月)での従業員数（それぞ
れ i start E , 及び i present E , を対数表示したもの
の差を起業時点からの経過月数( i M )の 12
分の一で割ったものである。すなわち、年
平均成長率 （ i G ） は以下のように定義する
ことが出来る。 
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⑦  起業形態 （独立型起業＝１、 その他＝０）  
起業形態について大別すると、 「既存企
業を退職し、その企業とは関係を持たない
で起業した」 という 「スピンアウト型起業」 、
「既存企業は退職したがその企業との関係
を保ちつつ独立して起業した」という「の



















⑧  起業動機ダミー 
    起業動機が起業後の企業の成長に対し































   












                                                       
6  Storey(1994)  p.128   7











万～1000 万未満、1000 万～2000 万未満、
3000 万～5000 万、5000 万～1 億円未満、
































































                                                       
7  起業後 10 年以内の企業を母集団とする理由は比較
的若い企業の方が起業時の状況を把握していると思











































































量権」 、 「賃金不満」 、 「生涯勤労」 、 「他に就
職無し」 、 「ゆとり志向」 であった。 「自己裁
量権」 、 「生涯勤労」 、 「ゆとり志向」いずれ
                                                       
8  起業家本人の資産については第Ⅲ列で既に制御さ
れていることを留意すると、親、兄弟等の資産の影響
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    第１表  推計モデルの変数 





説明変数  説明変数 
 
   ― ― ―  
 
 






女性ダミー  同左 
起業時の年齢  起業家の起業時の年齢 
 
起業時の年齢  同左 
高教育ダミー  大卒以上=1、その他=0 
 





親の職業  同左 
同業種経験ダミー  斯業経験あり=1、 その他
=0 





事業経営経験  同左 
起業形態  独立型起業=1、その他
=0 
起業のタイプ  同左 
起業動機  第 2 表参照 
 




    ―――     ― ― ―  
   起業後経過年数 
 
 








業種  同左 
起業年 1989～2001 年 （2001 年
をﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ） 
起業年  同左 
   17
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第３表  データの概要 
ⅰ)  起業時資金規模と起業年齢 
  標本数  平   均   中央値  標準偏差 
起業時資金規模(万円)  2,953 3,669 1,000  10,067 
起業時従業員規模(人)  2,953 7.5  3  23.0 
起業時起業家年齢(歳)  2,953 45.7  46  9.5 
 
ⅱ)  起業業種分布 























ⅲ)  起業年 

























































ⅴ)  その他の起業家要因 
















自己実現  高所得期待  自己裁量権  社会貢献  前職将来悲観  前職賃金不満  専門知識等活
用 
1,302 
  (44.1%) 
  664 
 (22.5%) 
  1,497 
 (50.7%) 
  931 
 (31.5%) 
   632 
  (21.4%) 
   162 
  (5.5%) 
  1,029 
  (34.8%) 
資産活用  他者影響  ｱｲﾃﾞｱ事業化  生涯勤労  就職なし  社会的評価  ゆとり志向 
  101 
  (3.4%) 
  1 1 8  
  (4.0%) 
   617 
  (20.9%) 
   534 
  (18.1%) 
   138 
  (4.7%) 
   315 
   (10.7%) 
   220 
  (7.5%) 
   19
第４表  起業時資金規模の決定要因 
 























④親経営者ダミ   

















































































































   0.238* 
(0.139)   20
アイデア活用
ダミー 




























２  0.097 0.1350  0.1626 
F値  12.76*** 14.96***  13.20*** 
観察値  2953 2953  2953 
注：1.***は1%水準で有意、**は5%水準有意  *は 10%水準で有意 
2.（）内は標準誤差       
3.業種及び起業年ﾀﾞﾐｰに係る係数は省略した。   21
第５表  同業種経験、経営経験と起業動機 
 
  同業種勤務経験  経営経験 
  有り  無し  有意性  有り  無し  有意性 










































































































































    2.影付きの部分は動機自体が有意かつ同業種経験、経営経験について有無による有意な差がある部
分（濃い影は動機について 1％水準有意、薄い影は 5％－10%有意）   22
第６表  起業時資金規模と起業後のパフォーマンス 
 


























(対  数) 



















































































































































































(0.015)   23
就職無し 
ダミー 


































２  0.1353  0.1481 0.1544 0.1495 
F値  16.93***  12.94*** 13.25*** 12.79*** 
観察値  2953 2953  2953  2953 
注：1.**は1%水準で有意、**は5%水準有意  *は 10%水準で有意 
2.（）内は標準誤差       






































































































































































































出所）中小企業庁「創業環境実態調査（2001 年） 」から筆者が作成。  25
 
              第7表  政府系金融機関の利用状況 
 
  
①女性ダミー  -0.221 
(0.200) 
②年齢  -0.007* 
(0.004) 
③高教育ダミー  -0.017 
(0.061) 
④親経営者ダミー  -0.139** 
(0.063) 
⑤同業種経験ダミー  0.113* 
(0.064) 
⑥経営経験ダミー  0.127* 
(0.069) 


























































アイデア活用ダミー  0.032 






















２  0.003 
Chi2 値  76.96*** 
観察値  2953 
             注：1.**は1%水準で有意、**は5%水準有意  *は 10%水準で有意 
             2 . （）内は標準誤差       
             3 . 業種ﾀﾞﾐｰ及び起業年ﾀﾞﾐｰに係る係数は省略した。 
 